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承認第１号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

 下記事項について、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会の承

認を求める。 

 

  令和７年４月 30日提出 

                     

                          安平町長 及 川 秀一郎 

 

 専決処分事項 

 安平町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

 





- 3 - 

 

安平町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

令和７年３月26日 

安平町長 及 川 秀一郎  

安平町条例第７号  

 

安平町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

安平町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年安平町条例第27号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第１項第３号中「法第２条第８項」を「法第２条第９項」に改め、同項第４号中

「法第２条第12項」を「法第２条第13項」に改め、同項第５号中「法第２条第14項」を「法

第２条第15項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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承認第２号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

 下記事項について、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会の承

認を求める。 

 

  令和７年４月 30日提出 

                     

                          安平町長 及 川 秀一郎 

 

 専決処分事項 

 安平町税条例等の一部を改正する条例の制定について 
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安平町税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年３月31日 

安平町長 及 川 秀一郎  

安平町条例第８号  

 

   安平町税条例等の一部を改正する条例  

 安平町税条例（平成18年条例第69号）の一部を次のように改正する。 

第18条中「は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をいう。以下この

条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」と

いう。）第１条の８第１項に規定する方法により不特定多数の者が閲覧することができる

状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を」を加え、「掲示して行

う」を「掲示し、又は公示事項を町の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したも

のの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることによってする」に改める。 

第18条の３中「地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」とい

う。）」を「施行規則」に改める。 

第34条の２中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除額」に改める。 

第36条の２第１項ただし書中「若しくは法第314条の２第４項」を「、法第314条の２第

４項」に改め、「扶養控除額」の次に「若しくは特定親族特別控除額（特定親族（同条第

１項第12号に規定する特定親族をいう。第36条の３の２第１項第３号及び第36条の３の３

第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）に係るも

のを除く。）」を加え、同条第10項中「第２条第15項」を「第２条第16項」に改める。 

第36条の３の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

第36条の３の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退職手当等に係る

所得を有する者であって、合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）」を加え、同項

第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

第63条の２第１項第１号中「同条第15項」を「同条第16項」に改める。 

第82条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を「（ウに掲げるも

のを除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号ウ中「又は」を「（ウに掲げるもの

を除く。）又は」に改め、同号中ウをエとし、イの次に次のように加える。 

ウ 二輪のもので、総排気量が0.125リットル以下かつ最高出力が4.0キロワット以下の

もの 年額 2,000円。 
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第89条第２項第２号中「第２条第15項」を「第２条第16項」に改め、同項第５号中

「定格出力」の次に「（第82条第１項第１号ウに掲げる原動機付自転車にあっては、原

動機の総排気量及び最高出力）」を加える。 

第90条第２項中「身体障害者又は」を「身体障害者若しくは」に、「を提示」を「又

はこれらの者の特定免許情報（同法第95条の２第２項に規定する特定免許情報をいう。

次項において同じ。）が記録された免許情報記録個人番号カード（同法第95条の２第４

項に規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次項において同じ。）を提示」に改

め、同項第５号中「の番号、交付年月日及び」を「又は道路交通法第95条の２第２項第

１号に規定する免許情報記録（以下この号において「免許情報記録」という。）の番号、

運転免許の年月日、運転免許証又は免許情報記録の」に改め、同条中第４項を第５項と

し、第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当該免許情

報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するために必要な措置を受け

なければならない。 

第139条の３第２項第１号中「第２条第15項」を「第２条第16項」に改める。 

第147条第１号中「同条第15項」を「同条第16項」に改める。 

附則第10条の２第15項中「附則第15条第37項」を「附則第15条第36項」に改め、同条第

16項中「附則第15条第38項」を「附則第15条第37項」に改め、同条第17項中「附則第15条

第42項」を「附則第15条第41項」に改める。 

附則第10条の３中第14項を第15項とし、第13項の次に次の１項を加える。 

14 町長は、法附則第15条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係

る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、マンションの管理

の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の２第１項に規定する管

理組合の管理者等から法附則第15条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則第

７条第17項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則第15条

の９の３第１項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわら

ず、同条第１項の規定を適用することができる。 

附則第10条の４及び第10条の５を削る。 

附則第10条の６第１項中「附則第16条の４第１項」を「附則第16条の２第１項」に、

「附則第16条の４第６項」を「附則第16条の２第６項」に改め、同項第１号中「附則第12

条の６第１項第３号」を「附則第12条の４第１項第３号」に改め、同条第２項中「附則第
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16条の４第１項」を「附則第16条の２第１項」に、「令和５年度分及び令和６年度分」を

「令和７年度分及び令和８年度分」に改め、同条第３項中「附則第16条の４第４項」を

「附則第16条の２第４項」に改め、同項第３号及び第５号中「附則第16条の４第３項」を

「附則第16条の２第３項」に改め、同条第４項中「附則第16条の４第９項」を「附則第16

条の２第９項」に改め、同条を附則第10条の４とする。 

附則第16条の２の次に次の１条を加える。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第16条の２の２ 令和８年４月１日以後に第92条の２第１項の売渡し又は同条第２項の売

渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。）が行われた加熱式たばこ

（第92条第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第93条の２の規定により製造たばこと

みなされるものを含む。以下この条において同じ。）に係る第94条第１項の製造たばこ

の本数は、同条第３項の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める方法により換算した紙巻たばこ（第92条第１号アに掲げる紙巻たばこ

をいう。以下この項及び次項において同じ。）の本数によるものとする。 

(１) 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を原料の全

部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ

（当該葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規則附則第八条の四の二に

規定するところにより直接加熱することによって喫煙の用に供されるものに限

る。） 当該加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則附則第８条の４の

３に規定するものに係る部分の重量を除く。以下この項から第３項までにおいて同

じ。）の0.35グラムをもつて紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱

式たばこの一本当たりの重量が0.35グラム未満である場合にあっては、当該加熱式

たばこの１本をもつて紙巻たばこの一本に換算する方法 

(２) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の0.2グラムを

もつて紙巻たばこの一本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの品目ごとの

一個当たりの重量が四グラム未満である場合にあっては、当該加熱式たばこの品目

ごとの一個をもつて紙巻たばこの20本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を受けるもの

及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙巻たばこの本

数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこの品目ごとの１個

当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項各号に掲げ
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る区分ごとに合計し、その合計重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うもの

とする 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に0.1グラム

未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第93条の２の規定により製造たばことみなされ

るものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定は、適用し

ない。 

(１) 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

(２) 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第93条の２の規定により製造たばことみな

されるものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ（同条の規定によ

り製造たばことみなされるものに限る。）であって当該加熱式たばこのみの品目の

もの 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

(１) 第34条の２、第36条の２第１項ただし書、第36条の３の２第１項第３号及び第36

条の３の３第１項の改正規定並びに附則第３条の規定 令和８年１月１日 

(２) 附則第16条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第６条の規定 令和８年４

月１日 

(３) 第18条及び第18条の３の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を改正す

る法律（令和５年法律第１号）附則第１条第12号に掲げる規定の施行の日 

（公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の安平町税条例（以下「新条例」という。）第18条の規定

は、前条第３号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前に

した公示送達については、なお従前の例による。 

（町民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第34条の２及び第36条の２第１項ただし書の規定は、令和８年度以後の年

度分の個人の町民税について適用し、令和７年度分までの個人の町民税については、な

お従前の例による。 

２ 令和８年度分の個人の町民税に係る申告書の提出に係る新条例第36条の２第１項の規



- 7 - 

 

定の適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第

12号に規定する特定親族をいう。第36条の３の２第１項第３号及び第36条の３の３第１

項において同じ。）（前年の合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）に係るもの

を除く。）」とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第36条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日

（以下「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例第36条の２第１項ただ

し書に規定する給与について提出する新条例第36条の３の２第１項及び第３項の規定に

よる申告書について適用し、１号施行日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の

安平町税条例（以下「旧条例」という。）第36条の２第１項ただし書に規定する給与に

ついて提出した旧条例第36条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書については、

なお従前の例による。 

４ 新条例第36条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき所得税法

（昭和40年法律第33号）第203条の６第１項に規定する公的年金等（同法第203条の７の

規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）につい

て提出する新条例第36条の３の３第１項の規定による申告書について適用し、１号施行

日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第36条の３の３第１項の規

定による申告書については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の固定資産

税について適用し、令和６年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第５条 新条例第82条（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令和７年度以後の年度分

の軽自動車税の種別割について適用し、令和６年度分までの軽自動車税の種別割につい

ては、なお従前の例による。 

（町たばこ税に関する経過措置） 

第６条 次項に定めるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した、

又は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第16条の２の２第１項に規定する加熱

式たばこをいう。次項において同じ。）に係る町たばこ税については、なお従前の例に

よる。 

２ 令和８年４月１日から同年９月30日までの間に、安平町税条例第92条の２第１項の売

渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第94
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条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条例附則第16条の２の２の規定にか

かわらず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

(１) 安平町税条例第94条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則第16条

の２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の本数に0.5を

乗じて計算した製造たばこの本数 

(２) 新条例附則第16条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に0.5を乗じ

て計算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数を切

り捨てるものとする。 

 



     
  安平町税条例の改正内容

施行期日

地方税法等の一
部を改正する法
律（令和５年法
律第１号附則第
１条第12号に掲
げる規定の施行
の日施行

地方税法等の一
部を改正する法
律（令和５年法
律第１号附則第
１条第12号に掲
げる規定の施行
の日施行

令和8年1月1日

令和8年1月1日

１項

令和7年4月1日

10項

令和8年1月1日

１項

令和8年1月1日

１項

令和7年4月1日

令和7年4月1日

規定の整備

記載事項について、特定親族を追加

法律改正にあわせて改正

（所得控除)

法律改正にあわせて改正

第82条 （種別割の税率）

軽自動車税種別割の標準税率の区分の見直しに伴う税率の区分の改正

法律改正にあわせて改正

第34条の２

第36条の３の３ （個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書）

特定親族特別控除の創設に伴う公的年金等受給者の扶養親族等申告書に
係る提出義務規定等の整備

法律改正にあわせて改正

第63条の２ （施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第４項及び第５項
の規定による補正の方法の申出）

第36条の２ （町民税の申告）

項ズレの反映

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律の改正に伴う改正

第36条の３の２ （個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書）

令和７年第４回安平町議会臨時会　承認第２号資料
[税務住民課]

関 係 条 項   　改 正 内 容

法律改正にあわせて改正

（納税証明事項）

第18条の改正に伴う規定の整備

第18条 （公示送達）

公示送達について、インターネットを用いる方法の定義を示した省令改
正に伴う改正

省令改正に伴う改正

第18条の３

第36条の２ （町民税の申告）

特定親族特別控除の創設に伴う、公的年金等受給者の個人住民税申告義
務に係る規定の整備

控除すべき金額について、特定親族特別控除額を追加

項ズレの反映

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律の改正に伴う改正
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令和7年4月1日

２項

令和7年4月1日

２項、３項

令和7年4月1日

令和7年4月1日

令和7年4月1日

令和7年4月1日

令和7年4月1日

令和7年4月1日

令和7年4月1日

令和8年4月1日

第139条の３ （特別土地保有税の減免）

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律の改正に伴う改正

（種別割の減免）

軽自動車税種別割の標準税率の区分の見直しに伴う減免申請書の記載事
項に係る規定の整備、項ズレの反映

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律の改正に伴う改正、法律改正にあわせて改正

（身体障害者等に対する種別割の減免）

マイナ免許証の運用開始に伴う減免申請時の運転免許証の提示義務に係
る規定等の整備

道路交通法の改正に伴う改正

加熱式たばこに係る町たばこ税の課税標準の特例

法律改正にあわせて新設

平成30年7月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者が
すべき申告等

法律改正にあわせて改正

規定の削除

法律改正にあわせて改正

令和２年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者が
すべき申告等

項ズレの反映

（加熱式たばこに係る町たばこ税の課税標準の特例）附則第16条の２の２

規定の削除

法律改正にあわせて改正

附則第10条の３

附則第10条の４

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする
者がすべき申告）

特定マンションに係る特例について、申告書の提出がない場合でも、一
定の要件に該当すると認められる場合には特例を適用できることとする
規定を新設

平成28年熊本地震に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者
がすべき申告等

法律改正にあわせて新設、条例の項ズレによる改正

項ズレの反映

附則

附則第10条の５

附則第10条の６

第89条

附則第10条の２

項ズレの反映

第149条 （入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告）

項ズレの反映

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律の改正に伴う改正

第90条

法律改正にあわせて改正

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合）

2 / 2 
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承認第３号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

 下記事項について、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会の承

認を求める。 

 

  令和７年４月 30日提出 

                     

                          安平町長 及 川 秀一郎 

 

 専決処分事項 

 安平町国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 





- 3 - 

 

安平町国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和７年３月31日 

安平町長 及 川 秀一郎  

安平町条例第９号  

 

   安平町国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

安平町国民健康保険税条例（平成18年安平町条例第107号）の一部を次のように改正す

る。 

   第２条第２項ただし書中「65万円」を「66万円」に改め、同条第３項ただし書中「24

万円」を「26万円」に改める。 

第23条第１項中「65万円」を「66万円」に、「24万円」を「26万円」に改め、同項第２

号中「29万5,000円」を「30万5,000円」に改め、同項第３号中「54万5,000円」を「56万

円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の安平町国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 

 



[税務住民課]

  安平町国民健康保険税条例の改正内容
　

施行年月日

令和７年４月１日

第２項

第3項

第1項

減額措置に係る軽減判定所得の基準額の見直し
「29万5,000円」を「30万5,000円」に
「54万5,000円」を「56万円」に
・令改正に合わせて改正

令和７年第３回安平町議会臨時会　承認第３号資料

（課税額）

後期高齢者支援金課税額の賦課限度額を「24万円」から
「26万円」へ引き上げる。
・令改正に合わせて改正

第２３条

第２条

（国民健康保険税の減額）

関 係 条 項   　改 正 内 容

基礎課税額の賦課限度額を「65万円」から「66万円」へ
引き上げる。
・令改正に合わせて改正
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承認第４号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

下記事項について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会

の承認を求める。 

 

令和７年４月30日提出 

 

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

専決処分事項 

令和６年度安平町水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 





令和６年度 安平町水道事業剰余金処分計算書

資　本　金 資 本 剰 余 金
利　　益　　剰　　余　　金

17,879,192 241,094,444

条例による処分額

減債積立金への積立 64,168,101 △ 64,168,101

減  債  積  立  金 未処分利益剰余金

前年度末残高 500,414,690

処分後残高 500,414,690 82,047,293 176,926,343

議会の議決による処分額 64,168,101 △ 64,168,101

－3－
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承認第５号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

下記事項について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会

の承認を求める。 

 

令和７年４月30日提出 

 

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

専決処分事項 

令和６年度安平町一般会計補正予算（第14号）について 

 





 

 

専決第５号 

 

令和６年度安平町一般会計補正予算（第14号） 

 

令和６年度安平町の一般会計補正予算（第14号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ160,991千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ9,834,045千

円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算

補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

令和７年３月31日専決 

                       安平町長 及 川 秀一郎 









追　加 (単位：千円)

変　更 （単位：千円）

85,700

54,400

第３表　地 方 債 補 正

　スポーツセンター整備事業

11,200

合　計 101,800

　橋梁長寿命化修繕事業 13,100

55,000

　合併処理浄化槽設置事業 1,800

普通貸借
又は

証券発行

　年5.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
の借入につい
ては、この限
りでない。）

　政府資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、金融機
関による場合
は債権者との
協定による。
　ただし、財
政の都合によ
り償還期限を
短縮し、もし
くは繰上げ償
還又は低利債
に借替えする
ことができ
る。

300 左記に同じ 左記に同じ 左記に同じ

　遠浅酪農２号線改良舗装事業 31,900 19,800

起債の目的
補　正　前 補　正　後

限 度 額 起債の方法 利　率 償還の方法 限 度 額 起債の方法 利　率 償還の方法

299３. 民生費 １. 社会福祉費 　非課税の子育て世帯臨時特別給付金支給事業

第２表　　繰 越 明 許 費 補 正

款 項 事業名 金額

3,070３. 民生費 １. 社会福祉費 　非課税世帯臨時特別給付金支給事業

－ 4 －
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承認第６号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

下記事項について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会

の承認を求める。 

 

令和７年４月30日提出 

 

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

専決処分事項 

令和６年度安平町国民健康保険事業特別会計補正予算（第５号）について 

 





 

 

    専決第６号 

 

令和６年度安平町国民健康保険事業特別会計補正予算（第５号） 

    令和６年度安平町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

   （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ51,328千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

825,921千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予 

算補正」による。 

     

   

 

 

 

 

 

    令和７年３月31日専決 

                             安平町長 及 川 秀一郎 

               



歳　入　合　計

 3.道支出金
603,215 △55,097 548,118

 1.道負担金 603,214 △55,097 548,117

 4.繰入金
66,912 3,769 70,681

 1.一般会計繰入金 66,912 3,769 70,681

877,249 △51,328 825,921

第１表　歳入歳出予算補正

―　1　―

（歳　入） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



歳　出　合　計

 2.保険給付費
588,189 △55,097 533,092

 1.療養諸費 510,426 △44,881 465,545

 2.高額療養費 75,402 △10,216 65,186

 7.諸支出金
2,016 1 2,017

 1.償還金及び還付加算金 748 1 749

 9.基金積立金
18,417 3,768 22,185

 1.基金積立金 18,417 3,768 22,185

877,249 △51,328 825,921

―　2　―

（歳　出） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



 1.国民健康保険税

 2.国庫支出金

 3.道支出金

 4.繰入金

 5.繰越金

 6.諸収入

歳　入　合　計

197,097 197,097

20 20

603,215 548,118

66,912 70,681

9,998 9,998

7 7

877,249 825,921

△55,097

3,769

△51,328

歳入歳出補正予算事項別明細書（歳　入）

１．総　括

（単位：千円）

―　3　―

款 補正前の額 補正額 計



5,395 5,395

588,189 533,092

251,216 251,216

1 1

1 1

11,014 11,014

2,016 2,017 1

1,000 1,000

18,417 22,185 3,768

877,249 825,921 3,769

△55,097

1

3,768

△51,328

△55,097

△55,097

 7.諸支出金

 8.予備費

 9.基金積立金

歳　出　合　計

 1.総務費

 2.保険給付費

 3.国民健康保険事業費納付金

 4.共同事業拠出金

 5.財政安定化基金拠出金

 6.保健事業費

―　4　―

（歳　出） （単位：千円）

補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

款 補正前の額 補正額 計

国道支出金 地方債 その他
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承認第７号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

下記事項について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会

の承認を求める。 

 

令和７年４月30日提出 

 

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

専決処分事項 

令和６年度安平町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第４号）について 

 

 

 





 

 

 専決第７号 

 

令和６年度安平町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第４号） 

  令和６年度安平町の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ6,151千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

162,407千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出 

予算補正」による。 

     

   

 

 

 

 

 

   令和７年３月31日提出 

                            安平町長 及 川 秀一郎     

                



歳 入 合 計

 1.後期高齢者医療保険料
126,346 △6,151 120,195

 1.後期高齢者医療保険料 126,346 △6,151 120,195

168,558 △6,151 162,407

第１表 歳入歳出予算補正

― 1 ―

（歳 入） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



歳 出 合 計

 2.後期高齢者医療広域連合納付金
167,203 △6,151 161,052

 1.後期高齢者医療広域連合納付金 167,203 △6,151 161,052

168,558 △6,151 162,407

― 2 ―

（歳 出） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



 1.後期高齢者医療保険料

 2.繰入金

 3.諸収入

 4.繰越金

歳 入 合 計

126,346 △6,151 120,195

40,675 40,675

272 272

1,265 1,265

168,558 162,407△6,151

歳入歳出補正予算事項別明細書（歳 入）

１．総 括

（単位：千円）

― 3 ―

款 補正前の額 補正額 計



780 780

167,203 161,052

365 365

110 110

100 100

168,558 162,407

△6,151△6,151

△6,151△6,151

 1.総務費

 2.後期高齢者医療広域連合納付金

 3.保健事業費

 4.諸支出金

 5.予備費

歳 出 合 計

― 4 ―

（歳 出） （単位：千円）

補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

款 補正前の額 補正額 計

国道支出金 地方債 その他
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承認第８号 

 

   専決処分事項の承認について 

 

下記事項について、地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定によ

り専決処分書のとおり処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、議会

の承認を求める。 

 

令和７年４月30日提出 

 

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

専決処分事項 

令和６年度安平町介護保険事業特別会計補正予算（第７号）について 

 





 

 

専決第８号 

 

令和６年度安平町介護保険事業特別会計補正予算（第７号） 

 

令和６年度安平町の介護保険事業特別会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

（保険事業勘定歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ2,728千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ1,083,935千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算

補正」による。 

 

令和７年３月31日専決 

                       安平町長  及 川 秀一郎 

 

 



(保 険 事 業 勘 定)



歳　入　合　計

 4.国庫支出金
241,735 196 241,931

 2.国庫補助金 93,207 196 93,403

 5.支払基金交付金
220,046 2,532 222,578

 1.支払基金交付金 220,046 2,532 222,578

1,081,207 2,728 1,083,935

―　1　―

第１表　歳入歳出予算補正（歳　入） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



歳　出　合　計

 5.予備費
179,623 2,728 182,351

 1.予備費 179,623 2,728 182,351

1,081,207 2,728 1,083,935

―　2　―

（歳　出） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



 1.保険料

 2.分担金及び負担金

 3.使用料及び手数料

 4.国庫支出金

 5.支払基金交付金

 6.道支出金

 7.繰入金

 8.繰越金

 9.諸収入

歳　入　合　計

165,012 165,012

4,589 4,589

1 1

241,735 241,931

220,046 222,578

124,397 124,397

146,858 146,858

178,502 178,502

67 67

1,081,207 1,083,935

196

2,532

2,728

―　3　―

歳入歳出補正予算事項別明細書（歳　入）

１．総　括

（単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計



28,427 28,427

789,070 789,070

52,783 52,783

31,304 31,304

179,623 182,351 2,728

1,081,207 1,083,935 2,728

2,728

2,728

 1.総務費

 2.保険給付費

 3.地域支援事業費

 4.諸支出金

 5.予備費

歳　出　合　計

（歳　出） （単位：千円）

―　4　―

補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

款 補正前の額 補正額 計

国道支出金 地方債 その他
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議案第１号 

 

安平町教育委員会委員の任命の同意について 

 

次の者を任命したいので、議会の同意を求める。 

  

令和７年４月30日提出 

  

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

１ 安平町教育委員会委員の任期が満了する者 

   守 屋 竜 起   令和７年５月１日満了 

 

２ 安平町教育委員会委員に任命しようとする者 

   守 屋 竜 起   令和７年５月２日 

 

（提案理由） 

任期満了に伴う安平町教育委員会委員として、上記の者を任命したいので、地

方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、議会の同意

を求めるため提案するものである。 
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 守 屋 竜 起 氏 略歴 

 

住  所  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

生年月日  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

職  業  ＿＿＿ 

 

略  歴   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

現  在  

         

      自 平成22年４月21日  安平町体育指導委員 

      至 平成24年４月20日 

      自 平成24年４月21日  安平町スポーツ推進委員 

      至 現  在 

      自 令和３年５月２日  安平町教育委員会委員 

      至 現  在 
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＜参考資料＞ 

現委員の構成 

 

 氏  名 住  所 性別 年齢 任  期 

教育長 井 内   聖 
＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿_ 
＿ ＿＿ 

自 令和６年５月２日 

至 令和９年５月１日 

委 員 山 根 弘 文 
＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿ 
＿ ＿＿ 

自 令和６年５月２日 

至 令和10年５月１日 

委 員 守 屋 竜 起 
＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿ 
＿ ＿＿ 

自 令和３年５月２日 

至 令和７年５月１日 

委 員 佐々木   望 
＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 
＿ ＿＿ 

自 令和４年５月２日 

至 令和８年５月１日 

委 員 廣 川 由香里 
＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿ 
＿ ＿＿ 

自 令和４年５月２日 

至 令和８年５月１日 

 

＊年齢は令和７年４月30日現在としています。 

 

 

 



- 1 - 

 

議案第２号 

 

令和７年度安平町一般会計補正予算（第１号）について 

 

令和７年度安平町一般会計補正予算（第１号）を別紙のとおり提出する。 

 

令和７年４月30日提出 

 

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

（提案理由） 

防災体制整備事業費の計上等により、令和７年度安平町一般会計補正予算につ

いて、地方自治法第218条第１項の規定により提案するものである。 



 

 

議案第２号 

 

令和７年度安平町一般会計補正予算（第１号） 

 

令和７年度安平町の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ7,447千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ8,537,303千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算

補正」による。 

 

 

 

 

 

令和７年４月30日提出 

                       安平町長 及 川 秀一郎 
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議案第３号 

 

令和７年度安平町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和７年度安平町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）を別紙のとおり提出

する。 

 

令和７年４月30日提出 

 

                    安平町長 及 川 秀一郎  

 

（提案理由） 

令和７年４月１日付け人事異動に伴う職員手当等の増額により、令和７年度安

平町介護保険事業特別会計補正予算について、地方自治法第218条第１項の規定に

より提案するものである。 



 

 

議案第３号 

 

令和７年度安平町介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和７年度安平町の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（保険事業勘定歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ46千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ925,622千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算

補正」による。 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月30日提出 

                       安平町長 及 川 秀一郎 



(保 険 事 業 勘 定)



歳　入　合　計

 7.繰入金
157,469 46 157,515

 1.一般会計繰入金 150,968 46 151,014

925,576 46 925,622

―　1　―

第１表　歳入歳出予算補正（歳　入） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



歳　出　合　計

 1.総務費
35,129 46 35,175

 1.総務管理費 23,297 46 23,343

925,576 46 925,622

―　2　―

（歳　出） （単位：千円）

項款 補正前の額 補正額 計



 1.保険料

 2.分担金及び負担金

 3.使用料及び手数料

 4.国庫支出金

 5.支払基金交付金

 6.道支出金

 7.繰入金

 8.繰越金

 9.諸収入

歳　入　合　計

151,782 151,782

6,945 6,945

1 1

240,284 240,284

233,103 233,103

130,536 130,536

157,469 157,515

5,389 5,389

67 67

925,576 925,622

46

46

―　3　―

歳入歳出補正予算事項別明細書（歳　入）

１．総　括

（単位：千円）

款 補正前の額 補正額 計



4635,129 35,175 46

830,312 830,312

59,445 59,445

590 590

100 100

925,576 925,622 4646

 1.総務費

 2.保険給付費

 3.地域支援事業費

 4.諸支出金

 5.予備費

歳　出　合　計

（歳　出） （単位：千円）

―　4　―

補正額の財源内訳

特定財源
一般財源

款 補正前の額 補正額 計

国道支出金 地方債 その他


